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（趣旨）
第１条　この規則は、別に定めるもののほか、都市計画法（昭和43年法律第100号。以下「法」という。）、都市計画法施行令（昭和44年政令第158号。以下「政令」という。）及び都市計画法施行規則（昭和44年建設省令第49号。以下「省令」という。）の施行に関し必要な事項を定めるものとする。
（土地の試掘等の許可の申請）
第２条　法第26条第１項の規定による許可の申請は、様式第１号の申請書により行わなければならない。
（土地の試掘等の許可証）
第３条　法第27条第２項の許可証は、様式第２号によるものとする。
（設計説明書）
第４条　省令第16条第２項の設計説明書は、様式第３号によるものとする。
（開発行為の施行についての同意を得たことを証する書類）
第５条　省令第17条第１項第３号の同意を得たことを証する書類は、様式第４号によるものとする。
（設計者の資格に関する書類）
第６条　省令第17条第１項第４号の資格を有する者であることを証する書類は、様式第５号によるものとする。
（開発許可申請書の添付書類）
第７条　法第30条第１項の申請書には、同条第２項に規定する書面及び図書のほか、次に掲げる書類を添付しなければならない。ただし、主として、自己の居住の用に供する住宅の建築の用に供する目的で行う開発行為又は住宅以外の建築物若しくは特定工作物で自己の業務の用に供するものの建築若しくは建設の用に供する目的で行う開発行為（開発区域の面積が１ヘクタール以上のものを除く。）の許可の申請の場合にあっては、第３号及び第４号の書類の添付を要しない。
(１)　開発区域内の土地の登記事項証明書、土地の権利関係一覧表（様式第６号）及び公図（不動産登記法（平成16年法律第123号）第14条第１項の地図又は同条第４項の地図に準ずる図面をいう。以下同じ。）の写し
(２)　開発区域内の土地の現況写真
(３)　申請者の資力信用申告書（様式第７号）、所得税（申請者が法人の場合にあっては、法人税）の納税証明書及び履歴書（申請者が法人の場合にあっては、法人の登記事項証明書）
(４)　工事施行者の工事能力申告書（様式第８号）及び工事施行者が法人の場合にあっては、法人の登記事項証明書
(５)　市街化調整区域に係る開発行為について法第29条第１項の許可を申請する場合にあっては、当該申請に係る開発行為が法第34条各号のいずれかに該当することを証する書類
(６)　その他市長が必要と認める書類
（既存の権利者の届出）
第８条　法第34条第13号の規定による届出は、様式第９号の届出書に次に掲げる書類を添付して行わなければならない。
(１)　開発区域内の土地の登記事項証明書及び公図の写し
(２)　開発区域内の土地の現況写真
(３)　建築しようとする建築物が自己の居住若しくは業務の用に供しようとするものであること又は建設しようとする第１種特定工作物が自己の業務の用に供するものであることを証する書類
（開発行為に係る協議）
第８条の２　法第34条の２第１項の規定による協議の申出は、協議書に第７条各号に掲げる書類（同条第３号及び第４号に掲げるものを除く。）を添付して行わなければならない。
（変更許可申請書）
第９条　法第35条の２第２項の申請書は、様式第10号によるものとする。
２　前項の申請書には、第７条各号に掲げる書類のうち開発行為の変更に伴いその内容が変更されるものを添付しなければならない。
（軽微な変更の届出）
第10条　法第35条の２第３項の規定による軽微な変更の届出は、様式第11号の届出書により行わなければならない。
（開発行為に係る変更の協議）
第10条の２　法第35条の２第４項の規定により準用する法第34条の２第１項の規定による協議の申出は、協議書に第８条の２に規定する書類のうち開発行為の変更に伴いその内容が変更されるものを添付して行わなければならない。
（工事着手の届出）
第11条　法第29条第１項又は第２項の許可を受けた者は、当該許可に係る工事に着手したときは、遅滞なく、様式第12号の届出書により、市長に届け出なければならない。
（許可標識の設置）
第12条　法第29条第１項又は第２項の許可を受けた者は、当該許可に係る行為の着手の日から完了の日まで、当該許可に係る行為を行う場所で公衆の見やすい位置に、様式第13号の標識を設置しなければならない。
（工事完了公告前の建築物の建築等の承認申請）
第13条　法第37条第１号の規定による承認の申請は、様式第14号の申請書に次に掲げる書類を添付して行わなければならない。
(１)　開発区域内の土地に係る土地利用計画図
(２)　開発区域内の土地及び建築しようとする建築物又は建設しようとする特定工作物の敷地の現況写真
(３)　建築しようとする建築物又は建設しようとする特定工作物の配置図及び構造図
(４)　その他市長が必要と認める書類
（建築物の特例許可の申請）
第14条　法第41条第２項ただし書の規定による許可の申請は、様式第15号の申請書に次に掲げる書類を添付して行わなければならない。
(１)　建築物概要書（様式第16号）
(２)　付近見取図（方位、敷地の位置及び敷地の周辺の公共施設を明示すること。）
(３)　敷地現況図（敷地の境界及び建築物の位置を明示すること。）
(４)　建築物平面図
(５)　建築物立面図（許可の申請が建築物の高さに係る場合に限る。）
(６)　その他市長が必要と認める書類
（予定建築物等以外の建築等の許可の申請）
第15条　法第42条第１項ただし書の規定による許可の申請は、様式第17号の申請書に前条各号に掲げる書類を添付して行わなければならない。
（予定建築物以外の建築等に係る協議）
第15条の２　法第42条第２項の規定による協議の申出は、協議書に第14条各号に掲げる書類を添付して行わなければならない。
（建築物の新築等の許可申請書の添付書類）
第16条　省令第34条第１項の許可申請書には、同条第２項に規定する図面及び書類のほか、次に掲げる書類を添付しなければならない。
(１)　新築、改築若しくは用途の変更をしようとする建築物又は新設しようとする第１種特定工作物の敷地の登記事項証明書及び公図の写し
(２)　前号の敷地の現況写真
(３)　第１号の建築物又は第１種特定工作物が政令第36条第１項第３号イからホまでのいずれかに該当することを証する書類
(４)　その他市長が必要と認める書類
（建築物の新築等に係る協議）
第17条　法第43条第３項の規定による協議の申出は、協議書に省令第34条第２項に規定する図面及び書類並びに前条各号に掲げる書類を添付して行わなければならない。
（許可に基づく地位の承継の届出）
第18条　法第44条の規定により被承継人が有していた地位を承継した者は、様式第18号の届出書に当該地位を承継したことを証する書類を添付して、市長に届け出なければならない。
（許可に基づく地位の承継の承認の申請）
第19条　法第45条の承認の申請は、様式第19号の申請書に土地の所有権その他開発行為に関する工事を施行する権原を取得したことを証する書類を添付して行わなければならない。
（開発登録簿の調書）
第20条　省令第36条第１項の開発登録簿（以下「登録簿」という。）の調書は、様式第20号によるものとする。
（閲覧日等）
第21条　登録簿を閲覧できる日は、宮崎市の休日を定める条例（平成２年条例第26号）第１条第１項に定める市の休日以外の日とし、登録簿を閲覧できる時間は、午前９時から午後４時まで（正午から午後１時までを除く。）とする。
２　前項の規定にかかわらず、市長は、登録簿の整理その他の理由により臨時に登録簿を閲覧に供さない日を定め、又は閲覧時間の変更をすることができる。
（閲覧の申請）
第22条　登録簿を閲覧しようとする者は、様式第21号の申請書により、市長に申請しなければならない。
（持出しの禁止）
第23条　登録簿は、閲覧所以外の場所へ持ち出してはならない。
（閲覧の停止又は禁止）
第24条　市長は、次の各号のいずれかに該当する者に対して、登録簿の閲覧を停止し、又は禁止することができる。
(１)　前３条の規定に違反した者又は係員の指示に従わない者
(２)　登録簿を汚損し、若しくは破損した者又はそのおそれがあると認められる者
(３)　登録簿の閲覧に際して、他人に迷惑を及ぼした者又はそのおそれがあると認められる者
（閲覧後の検査）
第25条　閲覧を終えた者は、閲覧した登録簿の検査を受けなければならない。
（登録簿の写しの交付の請求）
第26条　法第47条第５項の規定による登録簿の写しの交付の請求は、様式第22号の請求書により行わなければならない。
（建築許可申請書の添付図書）
第27条　省令第39条第２項第３号の図書は、建築物を建築しようとする土地の付近の見取図及び建築しようとする建築物の平面図とする。
（事業予定地の指定等の申出）
第28条　法第55条第２項の規定による土地の指定の申出は、様式第23号の申出書に当該土地に係る次に掲げる書類を添付して行わなければならない。
(１)　土地の位置図（縮尺１万分の１以上のもの）
(２)　土地の区域及び字界を示す実測平面図（縮尺500分の１以上のもの）
(３)　土地の買取りのための資金計画書
(４)　その他市長が必要と認める書類
２　法第55条第２項の規定による土地の買取りの申出及び法第57条第２項本文の規定による届出の相手方として定めるべきことの申出は、様式第24号の申出書により行わなければならない。
（土地の買取りの申出）
第29条　法第56条第１項の規定による土地の買取りの申出は、様式第25号の申出書に当該土地に係る次に掲げる書類を添付して行わなければならない。
(１)　土地の位置図（縮尺１万分の１以上のもの）
(２)　土地の区域を示す実測平面図（縮尺500分の１以上のもの）
(３)　土地の登記事項証明書
（土地を買い取らない旨の市長に対してする通知）
第30条　法第56条第３項の規定による通知は、様式第26号の通知書に前条第１号及び第２号に掲げる書類を添付して行わなければならない。
（都市計画事業地内の建築等の許可の申請）
第31条　法第65条第１項の規定による許可の申請は、様式第27号の申請書に次に掲げる書類を添付して行わなければならない。
(１)　付近見取図（都市計画事業として認可された区域を表示し、方位、道路、許可の申請に係る行為をしようとする土地（以下「行為地」という。）及び行為地について目標となる地物を明示すること。）
(２)　配置図（縮尺、方位、行為地の境界、行為地内における許可の申請に係る行為の対象物（以下「行為対象物」という。）の位置並びに行為地に接する道路の位置及び幅員を明示すること。）
(３)　行為対象物の平面図、立面図及び断面図（縮尺及び主要部分の材料の配置を明示すること。）
（監督処分の標識）
第32条　法第81条第３項の標識は、様式第28号によるものとする。
（身分証明書）
第33条　法第27条第１項及び第２項に規定する証明書は様式第29号により、法第82条第２項に規定する証明書は様式第30号によるものとする。
（開発行為又は建築に関する証明書等の交付の申請）
第34条　省令第60条の書面の交付の申請は、次の表の左欄に掲げる書面の種類に応じ、同表の中欄に定める証明願にそれぞれ同表の右欄に定める書類を添付して行わなければならない。
	
	書面の種類
	証明願
	添付書類
	

	
	１　法第４条第12項に規定する開発行為に該当しないことを証する書面
	様式第31号
	１　開発区域内の土地の位置図、現況図及び求積図
	

	
	
	　
	２　前号の土地に係る土地利用計画図
	

	
	
	　
	３　第１号の土地の登記事項証明書及び公図の写し
	

	
	
	　
	４　第１号の土地の現況写真
	

	
	２　法第29条第１項若しくは第２項又は法第35条の２の規定に適合していることを証する書面
	法第29条第１項若しくは第２項又は法第35条の２の許可を受けている場合
	様式第32号
	１　開発区域内の土地の位置図
	

	
	
	
	　
	２　前号の土地に係る土地利用計画図
	

	
	
	法第29条第１項各号又は第２項各号のいずれかに該当する場合
	様式第33号
	１　開発区域内の土地の位置図、現況図及び求積図
	

	
	　
	
	　
	２　前号の土地に係る土地利用計画図
	

	
	　
	　
	　
	３　第１号の土地の登記事項証明書及び公図の写し
	

	
	　
	　
	　
	４　法第29条第１項各号又は第２項各号のいずれかに該当することを証する書類
	

	
	３　法第41条第２項の規定に適合していることを証する書面
	様式第34号
	１　開発区域内の土地の位置図及び求積図
	

	
	
	　
	２　建築物の配置図、立面図及び求積図
	

	
	４　法第42条第１項の規定に適合していることを証する書面
	様式第35号
	１　開発区域内の土地の位置図
	

	
	
	　
	２　建築物又は特定工作物の配置図及び平面図
	

	
	５　法第43条第１項の規定に適合していることを証する書面
	法第43条第１項の許可を受けている場合
	様式第36号
	１　土地の位置図
	

	
	
	
	　
	２　建築物又は第１種特定工作物の配置図及び平面図
	

	
	
	建築物の新築、改築若しくは用途の変更又は第１種特定工作物の新設が法第43条第１項各号のいずれかに該当する場合
	様式第37号
	１　土地の位置図及び求積図
	

	
	　
	
	　
	２　建築物又は第１種特定工作物の配置図、平面図及び構造図
	

	
	　
	
	　
	３　第１号の土地の登記事項証明書及び公図の写し
	

	
	　
	
	　
	４　建築物が法第29条第１項第２号若しくは第３号に該当し、又は建築物の新築、改築若しくは用途の変更若しくは第１種特定工作物が法第43条第１項各号のいずれかに該当することを証する書類
	

	
	６　法第53条第１項の規定に適合していることを証する書面
	様式第38号
	１　土地の位置図
	

	
	
	　
	２　建築物の配置図、平面図、立面図及び構造図
	


附　則
（施行期日）
１　この規則は、平成10年４月１日から施行する。
（経過措置）
２　この規則の施行の際現に都市計画法施行細則（昭和45年宮崎県規則第63号）の規定により提出されている書類は、この規則の相当の規定により提出されたものとみなす。
（佐土原町等の編入に伴う経過措置）
３　佐土原町、田野町及び高岡町の編入の日（以下「編入日」という。）前に、都市計画法施行細則の規定によりされた処分、手続その他の行為で、編入日以後において市長が管理し、及び執行することとなる事務に係るものは、この規則の相当規定によりされたものとみなす。
（清武町の編入に伴う経過措置）
４　清武町の編入の日前に、都市計画法施行細則の規定によりされた処分、手続その他の行為で、同日以後において市長が管理し、及び執行することとなる事務に係るものは、この規則の相当規定によりされたものとみなす。
附　則（平成11年３月26日規則第18号）
（施行期日）
１　この規則は、平成11年４月１日から施行する。
（経過措置）
２　この規則の施行の際現にあるこの規則による改正前の様式（以下「旧様式」という。）により使用されている書類は、この規則による改正後の様式によるものとみなす。
３　この規則の施行の際現にある旧様式による用紙については、当分の間、これを取り繕って使用することができる。
附　則（平成12年３月31日規則第38号）
（施行期日）
１　この規則は、平成12年４月１日から施行する。
（経過措置）
２　この規則の施行の際現にあるこの規則による改正前の様式により使用されている書類は、この規則による改正後の様式によるものとみなす。
附　則（平成14年３月29日規則第24号）
この規則は、公布の日から施行する。
附　則（平成15年３月31日規則第42号）
この規則は、平成15年４月１日から施行する。
附　則（平成17年12月28日規則第142号）
この規則は、平成18年１月１日から施行する。
附　則（平成19年７月12日規則第37号）
（施行期日）
１　この規則は、平成19年11月30日から施行する。ただし、様式第６号及び様式第34号の改正規定は、公布の日から施行する。
（経過措置）
２　この規則の施行の際現にあるこの規則による改正前の様式（以下「旧様式」という。）により使用されている書類は、この規則による改正後の様式によるものとみなす。
３　この規則の施行の際現にある旧様式による用紙については、当分の間、これを取り繕って使用することができる。
附　則（平成22年３月19日規則第28号）
この規則は、公布の日から施行する。ただし、附則に１項を加える改正規定は、平成22年３月23日から施行する。
様式第１号
様式第２号
様式第３号
様式第４号
様式第５号
様式第６号
様式第７号
様式第８号
様式第９号
様式第10号
様式第11号
様式第12号
様式第13号
様式第14号
様式第15号
様式第16号
様式第17号
様式第18号
様式第19号
様式第20号
様式第21号
様式第22号
様式第23号
様式第24号
様式第25号
様式第26号
様式第27号
様式第28号
様式第29号
様式第30号
様式第31号
様式第32号
様式第33号
様式第34号
様式第35号
様式第36号
様式第37号
様式第38号
様式第１号
 eq \o\ad(土地試掘等許可申請書,　　　　　　　　　　　　　　　)土地試掘等許可申請書
年　　月　　日　　
　　　宮崎市長　　　　　殿
住所　　　　　　　　　　　
申請者　　　　　　　　　　　　　　
氏名　　　　　　　　　　印　　
（法人にあっては、その主たる事務所の　　
所在地及び名称並びに代表者の氏名）　　
　　次の都市計画を決定（変更）するため測量又は調査の必要があるので、都市計画法第26条第１項の規定により土地の試掘等を許可してください。
　１　都市計画の名称及び種類
　２　試掘等を行う土地の区域
　３　試掘等を行うに必要な土地の面積及び地目
　４　試掘等を必要とする理由
　５　土地の所有者及び占有者の住所及び氏名
　６　試掘等の方法
　７　試掘等を行う期間
　（注）１　「試掘等を行う土地の区域」は、字まで記入すること。
　　　　２　「試掘等の方法」は、試掘及びボーリングの実施方法及び規模を記入すること。
様式第２号
宮　指令第　　　　　号　　
所属又は住所　　　　　　　　　
氏　　名　　　　　　　　　　　
　　　　　　年　　月　　日付けで申請のあった土地の試掘等については、都市計画法第26条第１項の規定により許可する。
年　　月　　日　　
宮崎市長　　　　　　　　印　　
　１　都市計画の名称及び種類
　２　試掘等を行う土地の区域
　３　試掘等を行うに必要な土地の面積及び地目
　４　試掘等を必要とする理由
　５　土地の所有者及び占有者の住所及び氏名
　６　試掘等の方法
　７　試掘等を行う期間
様式第３号
設　　 計　　 説　　 明　　 書
	①　設　計　者
住所氏名
	印
	②　申請者
氏名
	
	

	③　開発区域（工区）の名称
	

	設計方針
	④　目　　　　　　的
	
	

	
	⑤　基　　本　　方　　針
	
	

	
	⑥　そ　　 の　　 他
	
	

	土　　地　　の　　現　　況
	⑦　地域（地区、街区等）

	都市計画区域
	用途地域
	その他の地域（地区、街区等）
	

	
	
	
	
	
	
	
	

	
	地　　目
⑧
	区分
	宅地
	農地
	山林
	その他
	合計
	

	
	
	面積
	㎡
	㎡
	㎡
	㎡
	㎡
	

	
	
	比率
	％
	％
	％
	％
	％
	

	
	所 有 者
⑨
	区分
	自己所有
	買収予定
	
	その他
	合計
	

	
	
	面積
	㎡
	㎡
	㎡
	㎡
	㎡
	

	
	
	比率
	％
	％
	％
	％
	％
	

	
	⑩　備　　　　　　考
	
	

	⑪　土地の地形・地質及び措置
	
	

	⑫　土 地 の利用計画
	区分
	宅地用地
	道路用地
	公園・緑地広場用地
	その他
の用地
	合計
	

	
	面積
	㎡
	㎡
	㎡
	㎡
	㎡
	

	
	比率
	％
	％
	％
	％
	％
	

	⑬　街　　区　　の　　計　　画
	
	

	公　共　施　設　の　整　備　計　画
	種　　　　　　類
	計　　　画　　　概　　　要
	eq \o (○,23)23　管理予定者
	(注)

	
	⑭
	道路
	
	
	管理予定者との協議結果を記入すること

	
	⑮
	排水施設
	
	
	

	
	⑯
	給水施設
	
	
	

	
	⑰
	ガス供給施設
	
	
	

	
	⑱
	公園・緑地・広場
	
	
	

	
	⑲
	街路照明
	
	
	

	
	⑳
	消防水利
	
	
	

	
	eq \o (○,21)21
	公益的施設
	
	
	

	
	eq \o (○,22)22
	その他
	
	
	


　（注）ア　すべての事項について記入し空欄にしないこと。
　　　　イ　自己用の建築物を建てる目的の場合に、この様式の添付は、不要であること。
記入要領
　１　④目的欄には、開発区域の使用目的、分譲、建売り、社員住宅の別等を記入すること。
　２　⑤基本方針欄には、計画上特に配慮した点を記入すること。
　３　⑥その他欄には、土捨場及び土取場の位置並びに搬入、搬出方法、経路等を記入すること。
　４　⑦地域（各、街区等）欄には、市街化区域又は市街化調整区域の別、用途地域及びその他の地域を記入すること。
　５　⑩備考欄には、現況図の補足説明を記入すること。
　６　⑪土地の地形、地質及び措置欄には、土地の勾配、切土・盛土の別及び土の置換え等の措置を記入すること。
　７　⑬街区の計画欄には、宅地の区割の大きさ及び数を記入すること。
　８　⑭道路欄には、幅員（すべての種類）、延長距離、最大縦断勾配、路面の仕上げ等を記入すること。
　９　⑮排水施設欄には、直角式、しゃ集式、放射式等の方法の別及び排水管の材料等の構造を記入すること。
　10　⑱公園・緑地・広場欄には、公園・緑地・広場の別、その中に設ける施設等を記入すること。
　11　⑳消防水利欄には、消防活動のための水の供給方法、消火栓、防火用水等を記入すること。
　12　eq \o (○,21)21公益的施設欄には、教育、医療等の施設を予定している場合には、その施設を記入すること。
　13　eq \o (○,22)22その他欄には、汚水処理施設等がある場合に、その種類、概要等を記入すること。
様式第４号
（表）
開発行為施行についての土地所有者等関係権利者の同意書
　　　開発行為施行者　　住所　氏名
　　　（法人にあっては、その主たる事務所の
所在地及び名称並びに代表者の氏名）
　　　　開発区域に含まれる地域の名称
　　上記に係る開発行為の施行又は開発行為に関する工事の実施について同意します。
	権利の対象物
	対象物の所在地
	権利の種類
	同意年月日
	権利者の住所
氏名
	印

	（）
	
	
	
	
	

	（）
	
	
	
	
	

	（）
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	（）
	
	
	
	
	

	（）
	
	
	
	
	

	（）
	
	
	
	
	

	（）
	
	
	
	
	


（裏）
	権利の対象物
	対象物の所在地
	権利の種類
	同意年月日
	権利者の住所
氏名
	印

	（）
	
	
	
	
	

	（）
	
	
	
	
	

	（）
	
	
	
	
	

	（）
	
	
	
	
	

	（）
	
	
	
	
	

	（）
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	（）
	
	
	
	
	

	（）
	
	
	
	
	

	（）
	
	
	
	
	

	（）
	
	
	
	
	

	（）
	
	
	
	
	

	（）
	
	
	
	
	


　（注）１　「権利の対象物」欄には、土地、池沼、建築物等の別を記入し、（　）内には、土地については、地目を、建築物については用途を記入すること。
　　　　２　「権利の種類」欄には、所有権、賃借権その他の権利を記入すること。
　　　　３　同意した者の印に係る印鑑証明書を添付すること。
様式第５号
 eq \o\ad(設計者の資格に関する申告書,　　　　　　　　　　　　　　　)設計者の資格に関する申告書
年　　月　　日　　
　　　宮崎市長　　　　　殿
住　所　　　　　　　　　　　
設計者　　　　　　　　　　　　　　　
氏　名　　　　　　　　　　印　　
年　　月　　日生　　
　　都市計画法第31条に規定する設計者の資格については、次のとおりです。
　　　都市計画法施行規則第19条の該当資格
　　　　第１号（イロハニホヘト）
　　　　第２号
　（注）１　該当するものを〇で囲むこと。
　　　　２　設計者の資格を有する者であることを証する書類を添付すること。
様式第６号
 eq \o\ad(土地の権利関係一覧表,　　　　　　　　　　　　　　　)土地の権利関係一覧表
	市町村
	大字
	字
	地番
	所有権者
	所有権以外の権利
	※　整　　　 理　　　 欄

	
	
	
	
	
	
	公図
	謄本
	同意
	印鑑証明
	権利者の同意

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	


　（注）１　地番は整理のうえ、順を追って記入すること。
　　　　２　「大字」及び「字」欄は、筆数に応じて区画すること。
　　　　３　「所有権以外の権利」欄上は、地上権、地役権、賃借権等を記入すること。
　　　　４　※印の欄には、記入しないこと。
様式第７号
 eq \o\ad(資力信用申告書,　　　　　　　　　　　　　　　)資力信用申告書
　　　宮崎市長　　　　　殿
年　　月　　日　　
住　所　　　　　　　　　　　
申請者　　　　　　　　　　　　　　　
氏　名　　　　　　　　　　　
（法人にあっては、主たる事務所の所在地
及び名称並びに代表者の氏名）　　　　
　　資力信用については、次のとおりです。
	事 業 の 概 要 等
	設立年月日
	年　　月　　日
	資本金
	千円

	
	従業員数
	人

	
	事業の概要
	

	
	資格・免許等
	

	
	前年度事業量
	千円
	資産総額
	千円

	
	前年度納税額
	法人税又は所得税　　　　　　千円
	事業税　　　　　千円

	宅　地　造　成　経　歴
	工事施行場所
	面積
㎡
	工事施行者名
	許認可番号年月日
	着　工・完　了
年月日

	
	
	
	
	
	着工
	完了

	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	

	主たる取引金融機関
	


　（注）１　「設立年月日」欄には、申請者が法人である場合にのみ記入すること。
　　　　２　「資本金」欄には、申請者が株式会社又は有限会社である場合にのみ記入すること。
　　　　３　「資格・免許等」欄には、宅地建物取引業法による免許、建設業法による登録等の年月日及び番号を記入すること。
様式第８号
 eq \o\ad(工事能力申告書,　　　　　　　　　　　　　　　)
工事能力申告書
　　　宮崎市長　　　　　殿
年　　月　　日　　
住　所　　　　　　　　　　　
申請者　　　　　　　　　　　　　　　
氏　名　　　　　　　　　　　
［eq \o \al(\s \up 5(法人にあっては、主たる事務所の所在地),\s \up-5(及び名称並びに代表者の氏名))法人にあっては、主たる事務所の所在地及び名称並びに代表者の氏名］　　
　　次のとおり工事施行者について申告します。
	工事施行者の住所及び氏名（法人にあっては、主たる事務所の所在地及び名称並びに代表者の氏名
	

	設立年月日
	年　　月　　日
	建設業法第３条の規定による許可年月日及び番号
	年　　月　　日

	資本金
	
	
	号

	従業員数
	事務
	技術
	労務
	計
	建設業法第26条に規定する主任技術者の住所及び氏名
	

	
	人
	人
	人
	人
	
	

	前年度納税額
	法人税又は所得税
	事業税
	
	

	
	
	
	
	

	宅地造成工事等施行経歴
	工事施行場所及び面積
	注文主名
	元請・下請の別
	工事費
	工事期間

	
	㎡
	
	
	
	　　年　　月
から　　年　月

	
	㎡
	
	
	
	　　年　　月
から　　年　月

	
	㎡
	
	
	
	　　年　　月
から　　年　月

	
	㎡
	
	
	
	　　年　　月
から　　年　月

	
	㎡
	
	
	
	　　年　　月
から　　年　月


　（注）１　「設立年月日」欄には、工事施行者が法人である場合にのみ記入すること。
　　　　２　「資本金」欄には、工事施行者が株式会社又は有限会社である場合にのみ記入すること。
　　　　３　「宅地造成工事等施行経歴」欄には、過去５年間における主な宅地造成工事等について記入すること。
様式第９号
既存の権利者であることの届出書
年　　月　　日　　
宮崎市長　　　　　殿
住所　　　　　　　　　　　
申請者　　　　　　　　　　　　　　
氏名　　　　　　　　　　　
［eq \o \al(\s \up 5(法人にあっては、主たる事務所の所在地),\s \up-5(及び名称並びに代表者の氏名))法人にあっては、主たる事務所の所在地及び名称並びに代表者の氏名］　　
　　次のとおり土地の所有権（土地の利用に関する所有権以外の権利）について、都市計画法第34条第９号の規定により届け出ます。
	職　　　　　　　業
（法人にあっては、その業務の内容）
	

	土　　　　　地
	所在及び地番
	

	
	地目
	登記簿
	
	現況
	

	
	面積
	

	
	所有者の住所及び氏名（法人にあっては、主たる事務所の所在地及び名称並びに代表者の氏名）
	

	市街化調整区域に関する都市計画が決定され、又は当該都市計画を変更してその区域が拡張された際、土地又は土地の利用に関する所有権以外の権利を有していた目的
	

	土地の利用に関する所有権以外の権利を有する場合においては、当該権利の種類及び内容
	

	（受付印）
※
	（受付番号）



　（注）１　※印の欄には、記入しないこと。
　　　　２　不要の文字は、まっ消すること。
様式第１０号
 eq \o\ad(開発行為変更許可申請書,　　　　　　　　　　　　　　　)開発行為変更許可申請書
	　都市計画法第35条の２第１項の規定により、開発行為の変更の許可を申請します。
年　　月　　日　
　宮崎市長　　　　　殿
許可申請者住所　　　　　　　　　　
氏名　　　　　　　　印　
	※　手数料欄

	開　発　行　為　の　変　更　の　概　要
	１　開発区域に含まれる地域の名称
	

	
	２
	開発区域の面積
	

	
	３
	予定建築物等の用途
	

	
	４
	工事施行者住所氏名
	

	
	５

	法第34条の該当号及び該当する理由
	

	
	６
	その他必要な事項
	

	開発許可の許可番号
	年　　月　　日第　　　号

	変更の理由
	

	※　受　　　　付　　　　番　　　　号
	年　　月　　日第　　　号

	※　変 更 の 許 可 に 付 し た 条 件
	

	※　変　更　の　許　可　の　許　可　番　号
	年　　月　　日第　　　号


　備考　１　※印のある欄は記載しないこと。
　　　　２　「開発区域の面積」の欄は、平方メートルを単位として記載すること。
　　　　３　「法第34条の該当号及び該当する理由」の欄は、申請に係る開発行為の変更が市街化調整区域において行われる場合に記載すること。
　　　　４　「その他必要な事項」の欄には、開発行為の変更を行うことについて、農地法その他の法令による許可、認可等を要する場合には、その手続きの状況を記載すること。
　　　　５　開発行為の変更の概要（「その他必要な事項」を除く。）は、変更前及び変更後の内容を対照させて記載すること。
様式第１１号
 eq \o\ad(開発行為変更届出書,　　　　　　　　　　　　　　　)
開発行為変更届出書
年　　月　　日　　
　　　宮崎市長　　　　　殿
届出者　住所　　　　　　　　　　　
氏名　　　　　　　　　　　印　　
　　都市計画法第35条の２第３項の規定に基づき、開発行為の変更について、下記により届け出ます。
記
　１　変更に係る事項
　２　変更の理由
　３　開発許可の許可番号　　　　年　　月　　日　第　　号
　備考　変更に係る事項は、変更前及び変更後の内容を対照させて記載すること。
様式第１２号
工　　 事　　 着　　 手　　 届
年　　月　　日　　
　　　宮崎市長　　　　　殿
住所　　　　　　　　　　　
届出者　　　　　　　　　　　　　　
氏名　　　　　　　　　　　印　　
（法人にあっては、主たる事務所の所在地
及び名称並びに代表者の氏名）　　　　
　　次のとおり開発行為に関する工事に着手したので、宮崎市都市計画法施行細則第11条の規定により届け出ます。
	開発許可の年月日及び番号
	　　　　　　年　　月　　日　　　　　　　　　　号

	開発区域に含まれる地域の名称
	

	工事着手年月日
	　　　　　　年　　月　　日

	工事施行者の住所及び氏名（法人にあっては、主たる事務所の所在地及び名称並びに代表者の氏名）
	

	現場代理人
	住所及び氏名
	

	
	連絡場所
	（電　　　　　　）

	
	資格、免許等
	

	主　任　技　術　者
	住所及び氏名
	

	
	連絡場所
	（電　　　　　　）

	
	資格、免許等
	

	※　処　理　欄
	


　（注）※印の欄には、記入しないこと。
様式第１３号
	都市計画法による開発許可済
	
	

	許可年月日
	　　　　　年　　　月　　　日
	
	

	指令番号
	　　　　　　　　　　　　　号
	
	

	許可を受けた者の氏名（法人にあっては、名称）
	
	
	

	工事施行者の住所及び氏名（法人にあっては、主たる事務所の所在地及び名称並びに代表者の氏名）
	
	
	

	
	
	40センチメートル以上

	
	
	
	

	開発区域に含まれる地域の名称
	
	
	

	現場代理者の氏名
	
	
	

	主任技術者の氏名
	
	
	

	工事予定期間
	
	
	

	検査済証の交付年月日及び番号
	　　　　年　　月　　日　　第　　　号
	
	

	
	50センチメートル以上
	
	
	

	
	
	
	
	


　（注）木板に記載すること。
様式第１４号
開発行為に関する工事完了前の建築物の
建築（特定工作物の建設）承認申請書　
年　　月　　日　　
　
　　宮崎市長　　　　　殿
住　所　　　　　　　　　　　
申請者　　　　　　　　　　　　　　　
氏　名　　　　　　　　　　印　　
（法人にあっては、その主たる事務所の
所在地及び名称並びに代表者の氏名）
　　次のとおり開発行為に関する工事の完了公告前のeq \o \al(\s \up 6(建築物),\s \up-6(特定工作物))建築物特定工作物のeq \o \ac(\s \up 6(建築),\s \up-6(建設))建築建設について承認を受けたいので、都市計画法第37条第１号の規定により申請します。
	開発許可年月日及び番号
	年　　月　　日　　　　　　　　号

	開発許可を受けた者の住所及び氏名（法人にあっては、主たる事務所の所在地及び名称）
	

	建築物又は特定工作物の敷地の所在地及び面積
	

	予定建築物の用途又は特定工作物の種類
	

	予定建築物又は特定工作物の構造
	

	予定建築物又は特定工作物の敷地として当該土地を利用することの権利の内容
	

	予定建築物の棟数及び戸数
	

	申請の理由
	

	※（受付欄）
	※（承認欄）


　（注）１　「予定建築物又は特定工作物の敷地として当該土地を利用することの権利の内容」欄には、所有権、地上権、賃借権その他当該土地を利用することについての権利の内容を記入すること。
　　　　２　※印の欄には記入しないこと。
　　　　３　不要の文字は、まっ消すること。
様式第１５号
 eq \o\ad(建築物特例許可申請書,　　　　　　　　　　　　　　　)
建築物特例許可申請書
年　　月　　日　　
　　　宮崎市長　　　　　殿
住　所　　　　　　　　　　　
申請者　　　　　　　　　　　　　　　
氏　名　　　　　　　　　　印　　
（法人にあっては、その主たる事務所の
所在地及び名称並びに代表者の氏名）
　　次のとおり建築物の特例許可を受けたいので、都市計画法第41条第２項ただし書の規定により申請します。
	開発許可の年月日及び番号
	　　　　　　年　　月　　日　　　　　　　号

	定められた制限の内容
	

	建築物の用途
	

	建築しようとする土地の所在地及び地番
	

	許可を受ける具体的内容
	

	※受　付　の　年　月　日及び番号
	　　　　　　年　　月　　日　　　　　　　号

	※許　可　に　付　し　た条件
	

	※許　可　の　年　月　日及び番号
	　　　　　　年　　月　　日　　　　　　　号

	※
手数料欄

	


　（注）※印の欄には、記入しないこと。
様式第１６号
	 eq \o\ad(建築物概要書,　　　　　　　　　　　　　)建築物概要書

	主要用途

	
	建築面積の敷地面

積に対する割合
	％
――――――＝


	
	建築面積
	延べ面積
	敷地面積

	申請部分
	㎡
	㎡
	

	申請以外の部分
	㎡
	㎡
	

	合計
	㎡
	㎡
	㎡

	建 築 物 の 棟 別 の 概 要

	棟
番号
	用途
	工事種別
	構造
	階数
	建築面積
	延べ面積
	外壁の
仕上げ
	最高の
高さ

	
	
	
	
	
	㎡
	㎡
	
	ｍ

	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	

	備考
	


様式第１７号
予定建築物等以外の建築等許可申請書
年　　月　　日　　
　　　宮崎市長　　　　　殿
住　所　　　　　　　　　　　
申請者　　　　　　　　　　　　　　　
氏　名　　　　　　　　　　印　　
eq \o \ar(\s \up 10(（法人にあっては、その主たる事務所の),\s \up-10(所在地及び名称並びに代表者の氏名）))（法人にあっては、その主たる事務所の所在地及び名称並びに代表者の氏名）　
　　次のとおり予定建築物以外の建築物の新築（改築、用途の変更）の許可を受けたいので、都市計画法第42条第１項ただし書の規定により申請します。
	開発許可の年月日及び番号
	　　　　　　年　　月　　日　　　　　　号

	予定建築物の用途
	

	土地の所在地及び地番
	

	新築、改築又は用途の変更後の建築物の用途
	

	新築、改築又は用途の変更の理由
	

	※受付の年月日及び番号
	　　　　　　年　　月　　日　　　　　　号

	※許可に付した条件
	

	※許可の年月日及び番号
	　　　　　　年　　月　　日　　　　　　号

	※
手数料欄

	


　（注）※印の欄には記入しないこと。
様式第１８号
 eq \o\ad(地位承継届出書,　　　　　　　　　　　　　　　)
地位承継届出書
年　　月　　日　　
　　　宮崎市長　　　　　殿
住　所　　　　　　　　　　　
承継人　　　　　　　　　　　　　　　
氏　名　　　　　　　　　　印　　
eq \o \ar(\s \up 10(（法人にあっては、その主たる事務所の),\s \up-10(所在地及び名称並びに代表者の氏名）))（法人にあっては、その主たる事務所の所在地及び名称並びに代表者の氏名）　
　　都市計画法第44条の規定により次のとおり開発（建築）許可に基づく地位を承継したので、宮崎市都市計画法施行細則第18条の規定により届け出ます。
	許可の年月日及び番号
	　　　　　年　　月　　日　　　　　　　　　　号

	被承継人の住所及び氏名（法人にあっては、主たる事務所の所在地及び名称）
	

	承継の原因
	

	承継年月日
	　　　　　年　　月　　日

	備考
	

	※
処理欄

	


　（注）※印の欄には記入しないこと。
様式第１９号
開発許可に基づく地位承継承認申請書
年　　月　　日　　
　　　宮崎市長　　　　　殿
住　所　　　　　　　　　　　
申請者　　　　　　　　　　　　　　　
氏　名　　　　　　　　印　　
eq \o \ar(\s \up 10(（法人にあっては、その主たる事務所の),\s \up-10(所在地及び名称並びに代表者の氏名）))（法人にあっては、その主たる事務所の所在地及び名称並びに代表者の氏名）　
　　次のとおり開発許可に基づく地位を承継したいので、都市計画法第45条の規定により承認してください。
	承認したい開発区域に含まれる地域の名称及び面積
	

	開発許可を受けた者又はその承継人の氏名
（法人にあっては、その名称）
	

	開発許可の年月日及び番号
	　　　　年　　月　　日　　　　　　　　　号

	承継したい年月日
	　　　　年　　月　　日

	取得した権原及び取得の原因
	

	※　受付欄

	※　承認欄


	※
手数料欄

	


　（注）※印の欄には記入しないこと。

様式第２０号
 eq \o\ad(開発登録簿（調書）,　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　)開発登録簿（調書）
（表　面）
	
	市町名
	宮崎市
	整理番号
	

	開発許可番号
	年　　　月　　　日　
宮都指令第　　─　　号　
	許可に基づく地位の承継
	承継の年月日
	年　 月　 日
	変　　　　　　　更

	
	
	
	
	
	

	開発許可を受けた者
	氏名
	
	
	承継人
	氏名
	
	

	
	住所
	
	
	
	住所
	
	

	予定建築

物の用途
	
	工事

施工者
	氏名
	
	

	
	
	
	住所
	
	

	 eq \o\ad(開発区域,　　　　　　　　　　　　　　　)開発区域
	区域

地域

等
	市街化区域
	㎡
	低層住居専用地域（第１種、第２種）
中高層住居専用地域（第１種、第２種）
住居地域（第１種、第２種、準）
近隣商業地域、商業地域、準工業地域、
工業地域、工業専用地域、その他
	

	
	
	その他
	㎡
	
	

	
	
	市街化調整区域
	㎡
	
	

	
	地域の名称
	
	
	
	
	
	

	
	工区面積等
	工区数
	工区
	工区
	㎡
	工区
	㎡
	工区
	㎡
	

	
	
	
	
	工区
	㎡
	工区
	㎡
	工区
	㎡
	

	
	
	総面積
	㎡
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	工区
	㎡
	工区
	㎡
	工区
	㎡
	


（裏　面）
	都市計画法第41条第１項に規定する制限の内容
	
	
	
	
	都市計画法第41条第２項ただし書若しくは第42条第１項ただし書の規定による許可又は同条第２項の協議の内容
	

	工区名
	工事着手年月日
	工事完了検査
年月日
	検査済証年月日
	検査済証番号
	工事完了公告
年月日
	告示番号
	都市計画法第81条第１項の規定による監督処分の内容

	工区
	・　・
	・　・
	・　・
	
	・　・
	
	

	工区
	・　・
	・　・
	・　・
	
	・　・
	
	

	工区
	・　・
	・　・
	・　・
	
	・　・
	
	

	工区
	・　・
	・　・
	・　・
	
	・　・
	
	

	工区
	・　・
	・　・
	・　・
	
	・　・
	
	

	工区
	・　・
	・　・
	・　・
	
	・　・
	
	

	工区
	・　・
	・　・
	・　・
	
	・　・
	
	

	工区
	・　・
	・　・
	・　・
	
	・　・
	
	

	工区
	・　・
	・　・
	・　・
	
	・　・
	
	

	備　　考
	
	
	
	
	
	
	


様式第２１号
 eq \o\ad(開発登録簿閲覧申請書,　　　　　　　　　　　　　　　)
開発登録簿閲覧申請書
年　　月　　日　
　
　　　宮崎市長　　　　　殿
住　所　　　　　　　　　　　
申請者　　　　　　　　　　　　　　　
氏　名　　　　　　　　　　　
　　次のとおり開発登録簿の閲覧をしたいので、宮崎市都市計画法施行細則第22条の規定により申請します。
	開発許可の年月日及び番号
	　　　　年　　月　　日　　　　号

	開発許可を受けた者の住所及び氏名（法人にあっては、主たる事務所の所在地及び名称）
	

	開発区域に含まれる地域の名称
	

	閲覧理由
	

	備考
	


様式第２２号
 eq \o\ad(開発登録簿の写しの交付請求書,　　　　　　　　　　　　　　　)
開発登録簿の写しの交付請求書
年　　月　　日
宮崎市長　　　　　殿
　　
住　所　　　　　　　　　　　
請求者　　　　　　　　　　　　　　　
氏　名　　　　　　　　　　　
　　次のとおり開発登録簿の写しの交付を受けたいので、都市計画法第47条第５項の規定により請求します。
	開発許可の年月日及び番号
	　　　　年　　月　　日　　　　号

	開発許可を受けた者の住所及び氏名（法人にあっては、主たる事務所の所在地及び名称）
	

	開発区域に含まれた地域の名称
	

	写しの交付を必要とする理由
	

	備考
	

	※
手数料欄

	


　（注）※印の欄には、記入しないこと。
様式第２３号
 eq \o\ad(事業予定地指定申出書,　　　　　　　　　　　　　　　)
事業予定地指定申出書
年　　月　　日
　　
　　　宮崎市長　　　　　殿
住所　　　　　　　　　　　
申出者　　　　　　　　　　　　　　
氏名　　　　　　　　　印　　
（法人にあっては、その主たる事務所の　　
所在地及び名称並びに代表者の氏名）
　　
　　次の区域を都市計画法第55条第２項の規定により、都市計画施設の区域内の事業予定地に指定されるよう申し出ます。
　１　都市計画施設又は市街地開発事業の種類及び名称
　２　指定すべき土地の区域
　３　指定を必要とする理由
　４　都市計画決定年月日及び告示番号
	※
処　　理　　欄

	


　（注）１　「指定すべき土地の区域」には、字まで記入すること。
　　　　２　※印の欄には、記入しないこと。
様式第２４号
土地買取り等の相手方となることの申出書
年　　月　　日　　
　　　宮崎市長　　　　　殿
住所　　　　　　　　　　　
申出者　　　　　　　　　　　　　　
氏名　　　　　　　　　　印　　
（法人にあっては、その主たる事務所の　　
所在地及び名称並びに代表者の氏名）　　
　　都市計画法第55条第２項の規定により、都市計画施設の区域内の土地の買取りの申出又は法第57条第２項本文の規定による届出の相手方として次のとおり定められるよう申し出ます。
　１　都市計画施設又は市街地開発事業の種類及び名称
　２　指定された土地の区域
　３　土地の買取り申出の相手方の住所及び氏名（法人にあっては、その主たる事務所の所在地及び名称並びに代表者の氏名）
　４　土地の有償譲渡に関する届出の相手方の住所及び氏名（法人にあっては、その主たる事務所の所在地及び名称並びに代表者の氏名）
	※
処　　理　　欄

	


　（注）※印の欄には、記入しないこと。
様式第２５号
 eq \o\ad(土地買取申出書,　　　　　　　　　　　　　　　)
土地買取申出書
年　　月　　日　　
　　　宮崎市長　　　　　殿
住所　　　　　　　　　　　
申出者　　　　　　　　　　　　　　
氏名　　　　　　　　　　印　　
（法人にあっては、その主たる事務所の　　
所在地及び名称並びに代表者の氏名）　　
　　都市計画法第56条第１項の規定により、次のとおり事業予定地内の土地を買い取られるよう申し出ます。
　１　買取りを申し出る土地
	所　　　　　　　在　　　　　　　地
	地　　目
	面　　積

	
	
	㎡


　２　都市計画法第55条第１項の規定による建築物の不許可処分により、土地の利用に著しい支障をきたす具体的理由
　３　その他参考となるべき事項
（注）１　「地目」の欄には、田、畑、宅地、山林等の区分により、その現況を記載すること。
　　　２　「面積」の欄には、登記簿に登記された土地の地積を記載すること。実測地積が判明しているときは、当該実測地積を（　　）書で記載すること。
　　　３　「その他参考となるべき事項」は、買取りの希望価額及び都市計画法第55条第１項の規定による建築物の建築の不許可通知の年月日、通知番号等を記載すること。
様式第２６号
通　　　　　　知　　　　　　書
番　　　　　号　　
年　　月　　日　　
　　　宮崎市長　　　　　殿
住所　　　　　　　　　　　氏名　　　　　　　　　　印　　
（土地買取りの相手方として公告されている。）　　
事業予定地内の土地を買い取らないことについて（通知）
　　都市計画法第56条第１項の規定に基づき、次のとおり事業予定地内の土地を買い取るべき旨の申し出がありましたが、買い取らない旨を所有者に通知しましたので、同条第３項の規定により通知します。
　１　土地に関する事項
	所　　　　　　在　　　　　　地
	地　　目
	面　　積

	
	
	㎡


　２　買取りを申し出た者の住所及び氏名
　３　通知に係る都市計画施設又は市街地開発事業の種類及び名称
　４　買い取らない具体的理由
　５　買い取らない旨を所有者に通知した年月日
様式第２７号
都市計画事業地内の建築等の許可申請書
年　　月　　日　　
　　　宮崎市長　　　　　殿
住　所　　　　　　　　　　　
申請者　　　　　　　　　　　
氏　名　　　　　　　　印　　
eq \o \ar(\s \up 5(（法人にあっては、主たる事務所の所),\s \up-5(在地及び名称並びに代表者の氏名）))（法人にあっては、その主たる事務所の所在地及び名称並びに代表者の氏名）　　
　　次のとおり都市計画事業地において建築等を行いたいので、都市計画法第65条第１項の規定により申請します。
	申請者の資格
（土地所有権者又は借地権者等）
	

	行為地の所在及び地番
	

	都市計画事業の名称
	

	許可申請事項
	１　土地の形質の変更
２　建築物の建築（新築、改築、増築、移転）
３　その他工作物の建設
４　移動の容易でない物件の設置
５　移動の容易でない物件の堆積

	敷地
面積
	
	建築面積又は工事面積
	
	地目
	

	工事着手予定年月日
	
	工事完了予定年月日
	

	工事の概要（規模、工作物の構造等）及び目的


　(注)１　申請者が借地権者等であるときは、その土地使用承諾書を添付すること。
　　　２　「許可申請事項」欄には、該当するものを○で囲むこと。
様式第２８号
	　　　　　　　　　　都市計画法による命令の公示
（土地又は工作物等の）所在地
命令を受けた者の氏名
　この（土地又は工作物等）は、都市計画法に違反しているので、　　年　　月　　日付けで、
同法第八十一条に基づき　　　　　　　　　　　　　を命じた。
注
１　この標識を損壊した者は、公文書毀棄罪で罰せられます。
２　この命令に違反して、　　　　　　　を行った場合は罰せられます。
３　　　年　　月　　日［eq \o \ac(\s \up 10(水道事業者名),\s \up 0(電気事業者名),\s \up-10(ガス事業者名))水道事業者名電気事業者名ガス事業者名］に対して［eq \o \ac(\s \up 10(水道),\s \up 0(電気),\s \up-10(ガス))水道電気ガス］の配給の申込みの承諾を保留するよう要請しています。
　　　　年　　月　　日
　　　　　　　　　　　　　　　　　宮崎市長
	　　　　　　　　　　　　５０センチメートル以上

	70センチメートル以上
	


様式第２９号
（表）
	第　　　　　号　
身　　分　　証　　明　　書
住所　　　　　　　　　　
氏名　　　　　　　　　　
生年月日　　　　　　　　
　上記の者は、都市計画法第25条第１項（第26条第１項）の規定により、測量又は調査（土地の試掘等）を行うことのできる者であることを証明する。
　　　　　　年　　月　　日
宮崎市長　　　　　　　　印　


（裏）
	都市計画法抜すい
　（調査のための立入り等）
第25条　国土交通大臣、都道府県知事又は市町村長は、都市計画の決定又は変更のために他人の占有する土地に立ち入って測量又は調査を行う必要があるときは、その必要の限度において、他人の占有する土地に、自ら立ち入り、又はその命じた者若しくは委任した者に立ち入らせることができる。
　（障害物の伐除及び土地の試掘等）
第26条　前条第１項の規定により他人の占有する土地に立ち入って測量又は調査を行なう者は、その測量又は調査を行なうにあたり、やむを得ない必要があって、障害となる植物若しくはかき、さく等（以下「障害物」という｡)を伐除しようとする場合又は当該土地に試掘若しくはボーリング若しくはこれらに伴う障害物の伐除（以下「試掘等」という｡)を行なおうとする場合において、当該障害物又は当該土地の所有者及び占有者の同意を得ることができないときは、当該障害物の所在地を管轄する市町村長の許可を受けて当該障害物を伐除し、又は当該土地の所在地を管轄する都道府県知事の許可を受けて当該土地に試掘等を行なうことができる。この場合において、市町村長が許可を与えようとするときは障害物の所有者及び占有者に、都道府県知事が許可を与えようとするときは土地又は障害物の所有者及び占有者に、あらかじめ、意見を述べる機会を与えなければならない。


様式第３０号
（表）
	第　　　　　号　
身　　分　　証　　明　　書
住所　　　　　　　　　　
氏名　　　　　　　　　　
生年月日　　　　　　　　
　上記の者は、都市計画法第82条第１項の規定により、立入検査をすることができる者であることを証明する。
　　　　　　
年　　月　　日
宮崎市長　　　　　　　　印　



（裏）
	都市計画法抜すい
　（立入検査）
第82条　国土交通大臣、都道府県知事若しくは指定都市等の長又はその命じた者若しくは委任した者は、前条の規定による権限を行うため必要がある場合においては、当該土地に立ち入り、当該土地若しくは当該土地にある物件又は当該土地において行われている工事の状況を検査することができる。
２　前項の規定により他人の土地に立ち入ろうとする者は、その身分を示す証明書を携帯しなければならない。
３　前項に規定する証明書は、関係人の請求があったときは、これを提示しなければならない。
４　第１項の規定による立入検査の権限は、犯罪捜査のために認められたものと解してはならない。


様式第３１号
証　　　　　　明　　　　　　願
年　　月　　日　　
　　　宮崎市長　　　　　殿
住所　　　　　　　　　
申請者　　　　　　　　　　　　　　
氏名　　　　　　　　　　　
eq \o \ar(\s \up 5(（法人にあっては、主たる事務所の所),\s \up-5(在地及び名称並びに代表者の氏名）))（法人にあっては、主たる事務所の所在地及び名称並びに代表者の氏名）　　
　　次のとおり建築物等の新築（改築、増築）をしたいので、これを目的とする土地の利用に係る行為が、都市計画法第４条第12項に規定する開発行為に該当しないものであることを証明してください。
	都市計画区域名
	

	土地の所在地及び面積
	㎡　

	土地利用の目的
	

	工事の概要
	


　（注）不要の文字は、まっ消すること。
様式第３２号
証　　　　　　明　　　　　　願
年　　月　　日　　
　　　宮崎市長　　　　　殿
住所
申請者　　　　　　　　　　　　　
氏名　
　　　　　　　　　
eq \o \ar(\s \up 5(（法人にあっては、主たる事務所の所),\s \up-5(在地及び名称並びに代表者の氏名）))（法人にあっては、主たる事務所の所在地及び名称並びに代表者の氏名）　　
　　eq \o \al(\s \up 10(建　　 築　　 物　新築（改築・増築）),\s \up 0(第１種特定工作物を),\s \up-10(第２種　　〃　　　建　　　　　　　設))建　　 築　　 物　新築（改築・増築）第１種特定工作物を第２種　　〃　　　建　　　　　　　設しようとする次の敷地について都市計画法eq \o \al(\s \up 10(第29条第１項),\s \up 0(第29条第２項),\s \up-10(第35条の２第１項))第29条第１項第29条第２項第35条の２第１項の規定によるeq \o \ad(\s \up 10(開発行為の許可),\s \up-10(開発行為の変更許可))開発行為の許可開発行為の変更許可を受けていることを証明して下さい。
敷地の
	在地及び面積
	

	許可を受けた者の住所及び氏名（法人にあっては、主たる事務所の所在地及び名称）
	

	許可年月日及び番号
	　　　　年　　月　　日　　　　　　　号

	開発区域の名称
	

	〃　　　の面積
	㎡

	予定建築物の用途
	

	法第41条の制限及び条件の内容
	

	法第36条第３項の規定による工事が完了した旨の公告の年月日及び番号
	


　（注）不要の文字は、まっ消すること。
様式第３３号
証　　　　　　明　　　　　　願
年　　月　　日　
　
　　　宮崎市長　　　　　殿
住所　　　　　　　　　　　
申請者　　　　　　　　　　　　　　
氏名　　　　　　　　　　　
eq \o \ar(\s \up 5(（法人にあっては、主たる事務所の所),\s \up-5(在地及び名称並びに代表者の氏名）))（法人にあっては、主たる事務所の所在地及び名称並びに代表者の氏名）　　
　　次のとおりeq \o \al(\s \up 10(建　築　物　新築（改築・増築）),\s \up 0(　　　　　を),\s \up-10(特定工作物　建　　　　　　　設))建　築　物　新築（改築・増築）　　　　　を特定工作物　建　　　　　　　設したいので、これを目的とする土地の区画形質の変更は、都市計画法eq \o \ac(\s \up 10(第29条第１項),\s \up-10(第29条第２項))第29条第１項第29条第２項ただし書の規定に該当しているため、開発行為の許可を要しないものであることを証明してください。
都市計
	区域名
	

	土地の所在地及び面積
	㎡　

	土地利用の目的
	

	工事の概要
	


　（注）不要の文字は、まっ消すること。
様式第３４号
証　　　　　　明　　　　　　願
年　　月　　日　
　
　　　宮崎市長　　　　　殿
住所　　　　　　　　　　　
申請者　　　　　　　　　　　　　　
氏名　　　　　　　　　　　
eq \o \ar(\s \up 5(（法人にあっては、主たる事務所の所),\s \up-5(在地及び名称並びに代表者の氏名）))（法人にあっては、主たる事務所の所在地及び名称並びに代表者の氏名）　　
　　次の建築物の敷地、構造、設置等について、都市計画法第41条第１項に基づいて指定された制限に適合している（適合していないが同法第２項の許可を受けている）ことを証明してください。
	開発許可を受けた者の住所及び氏名（法人にあっては、主たる事務所の所在地及び名称）
	

	許可年月日及び番号
	　　　　年　　月　　日　　　　　　号

	開発区域の名称
	

	開発区域の面積
	㎡

	予定建築物の用途
	

	建築物の敷地の所在地及び面積
	㎡

	都市計画法第41条第１項の規定による制限の内容
	

	都市計画法第41条第2項の規定による許可
	許可を受けた者の住所及び氏名（法人にあっては、主たる事務所の所在地及び名称）
	

	
	許可年月日及び番号
	　　年　　月　　日　　　　　　号

	
	許可を受けた事項及び内容
	


　（注）不要の文字は、まっ消すること。
様式第３５号
証　　　　　　明　　　　　　願
年　　月　　日　
　
　　　宮崎市長　　　　　殿
住所　　　　　　　　　　　
申請者　　　　　　　　　　　　　　氏名　　　　　　　　　　　
eq \o \ar(\s \up 5(（法人にあっては、主たる事務所の所),\s \up-5(在地及び名称並びに代表者の氏名）))（法人にあっては、主たる事務所の所在地及び名称並びに代表者の氏名）　　
　　次のeq \o \ad(\s \up 10(建築物),\s \up-10(特定工作物))建築物特定工作物について、都市計画法第42条第１項ただし書の規定に基づく許可を受けていることを証明してください。
	建築物（特定工作物）の敷地の所在地及び面積
	

	建築物（特定工作物）の内容
	

	許可を受けた者の住所及び名称
（法人にあっては、主たる事務所の所在地及び名称）
	

	許可年月日及び名称
	　　年　　月　　日　　　　　　号

	開発区域の名称及び面積
	㎡

	予定建築物の用途
	

	都市計画法第42条第1項の許可又は同条第２項の協議
	許可又は協議成立の年月日及び番号
	　　年　　月　　日　　　　　　号

	
	許可又は協議に係る建築物又は特定工作物の名称
	


　（注）不要の文字は、まっ消すること。
様式第３６号
証　　　　　　明　　　　　　願
年　　月　　日　　
　　　宮崎市長　　　　　殿
住所　　　　　　　　　　　
申請者　　　　　　　　　　　　　　
氏名　　　　　　　　　　　印　　
eq \o \ar(\s \up 5(（法人にあっては、主たる事務所の所),\s \up-5(在地及び名称並びに代表者の氏名）))（法人にあっては、主たる事務所の所在地及び名称並びに代表者の氏名）　　
　　次の建築物（第１種特定工作物）について都市計画法第43条第１項の規定に基づく許可を受けていることを証明してください。
	建築物（特定工作物）の敷地の所在地及び面積
	㎡

	建築物（特定工作物）の内容
	

	許可を受けた者の住所及び氏名
（法人にあっては、主たる事務所の所在地及び名称）
	

	許可の年月日及び番号
	　　年　　月　　日　　　　　　号

	土地の所在地及び面積
	㎡

	建築物（特定工作物）の用途
	


　（注）不要の文字は、まっ消すること。
様式第３７号
証　　　　　　明　　　　　　願
年　　月　　日
　　
　　　宮崎市長　　　　　殿
住所　　　　　　　　　　　
申請者　　　　　　　　　　　　　　
氏名　　　　　　　　　　　
eq \o \ar(\s \up 5(（法人にあっては、主たる事務所の所),\s \up-5(在地及び名称並びに代表者の氏名）))（法人にあっては、主たる事務所の所在地及び名称並びに代表者の氏名）　　
　　次の建築計画に係る建築物が都市計画法第29条第１項第２号（第３号）に該当していること又は次のeq \o \al(\s \up 10(建　　 築　　 物　新築（改築・用途の変更）),\s \up 0(　　　　　　　　の),\s \up-10(第１種特定工作物　新　　　　　　　　　　設))建　　 築　　 物　新築（改築・用途の変更）　　　　　　　　の第１種特定工作物　新　　　　　　　　　　設が都市計画法第43条第１項第１号（第２号、第３号、第４号、第５号、第６号）に該当していること若しくは都市計画法第43条第１項の許可を要しないものであることを証明してください。
	建築物（第１種特定工作物）の敷地の所在地及び面積
	㎡

	建築物（第１種特定工作物）の内容
	


　（注）１　「建築物（第１種特定工作物）の内容」の欄には、都市計画法第29条第２号若しくは第３号に該当する開発行為又は同法第43条第１項第１号から第５号までに該当する行為に係るものについて記入すること。
　　　　
２　不要の文字は、まっ消すること。
様式第３８号
証　　　　　　明　　　　　　願
年　　月　　日　　
　　　宮崎市長　　　　　殿
住所　　　　　　　　　　　
申請者　　　　　　　　　　　　　　
氏名　　　　　　　　印　　
eq \o \ar(\s \up 5(（法人にあっては、主たる事務所の所),\s \up-5(在地及び名称並びに代表者の氏名）))（法人にあっては、主たる事務所の所在地及び名称並びに代表者の氏名）　
　
　　都市計画施設の区域又は市街地開発事業の施行区城内において新築（改築・増築）しようとする次の建築物について、都市計画法第53条第１項eq \o \al(\s \up 10(の規定によって許可を受けて),\s \up-10(ただし書の規定に該当してい))の規定によって許可を受けてただし書の規定に該当していeq \o \al(\s \up 10(いる),\s \up-10(る))いるることを証明してください。
	都市計画区域名
	

	都市計画施設又は市街地開発事業の名称
	

	建築物の敷地の所在地
	

	都市計画法第53条の規定に基づく許可年月日及び番号
	

	都市計画法第53条第１項ただし書の規定に適合している理由
	


　（注）不要の文字は、まっ消すること。
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